様式第６号の１（第３条、第５条関係）
（　　）年度 コミュニティ・ドライブ・シェア推進補助金（市町村主体型）［乗用タクシー助成事業］　事業計画（報告）書
１　申請・報告内容
　　□交付申請　　　　　□実績報告　　※交付申請又は実績報告のいずれかをチェックすること。
２　補助事業の概要及び補助対象経費の算出
（１）小規模高齢化集落等のうち地域公共交通会議で交通空白地として認められたものに居住する75歳以上の者、障がい者又は要介護者若しくは要支援者に対する乗用タクシー助成
    □要綱別表３第３欄（１）①による算出方法　　　　　□要綱別表３第３欄（１）②による算出方法　　※「要綱別表３第３欄（１）①による算出方法」又は「要綱別表３第３欄（１）②による算出方法」のいずれかをチェックし、それぞれ以下（A）又は（B）の表を記入すること。
　（A）要綱別表３第３欄（１）①による算出方法　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：人、円）

	対象集落数
	助成対象者数（登録者数）
	助成対象者数（延べ人数）
	助成額
	（ヌ）のうち、（３）に相当する額（ル）
	補助対象経費
（ヌ）－（ル）

	
	７５歳以上の者（イ）
	障がい者（ロ）
	要介護者又は要支援者（ハ）
	合計
（イ）＋（ロ）＋（ハ）
	７５歳以上の者（ニ）
	障がい者（ホ）
	要介護者又は要支援者（ヘ）
	合計
（ニ）＋（ホ）＋（ヘ）
	７５歳以上の者（ト）
	障がい者（チ）
	要介護者又は要支援者（リ）
	合計（ヌ）
（ト）＋（チ）＋（リ）
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	①


　※助成対象者数及び助成額の内訳について、２以上の区分に該当する者（例：７５歳以上の障がい者など）の分類に際しては、市町村の登録区分によるものとする。なお、当該内訳を把握することが困難な場合は、合計欄の記入のみとすることができる。
　（B）要綱別表３第３欄（１）②による算出方法　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：人、円）

	対象集落数
	助成対象者数（登録者数）
	タクシー助成の総登録者数（タ）
	市町村が負担するタクシー助成額（総額）（レ）
	（レ）のうち、（３）に相当する額（ソ）
	補助対象経費
（（レ）－（ソ））×（ヨ）／（タ）

	
	７５歳以上の者（ヲ）
	障がい者（ワ）
	要介護者又は要支援者（カ）
	合計（ヨ）
（ヲ）＋（ワ）＋（カ）
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	①’


　※助成対象者数の内訳について、２以上の区分に該当する者（例：７５歳以上の障がい者など）の分類に際しては、市町村の登録区分によるものとする。なお、当該内訳を把握することが困難な場合は、合計欄の記入のみとすることができる。
（２）定時定路線のバス路線を廃止（１便以上の減便が対象）したことに伴い、当該廃止日の属する年度に廃止路線沿線集落（地域公共交通会議で認められた集落に限る。）の住民（以下「廃止路線沿線住民」という。）を対象に新設又は拡充した乗用タクシー助成
（単位：人、円）

	対象集落数
	助成対象者数
（登録者数）
	助成対象者数
（延べ人数）
	補助対象年度における助成額（ツ）
	（ツ）のうち（１）及び（３）に相当する額（ネ）
	バス路線廃止前年度における助成額（ナ）
	（ナ）のうち（１）及び（３）に相当する額（ラ）
	補助対象経費

（（ツ）－（ネ））－（（ナ）－（ラ））

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	②


　※対象集落数欄、助成対象者数（登録者数）欄及び助成対象者数（延べ人数）欄には、補助対象年度の数値を記入すること。
※補助対象年度における助成額（ツ）欄及びバス路線廃止前年度における助成額（ナ）欄には、それぞれの年度において廃止路線沿線住民に対して支出した乗用タクシー助成額を記入すること
（３）一人乗車時においても乗用タクシー助成の対象となっている者が相乗りした場合に上乗せして行う助成
（単位：人、円）

	助成対象者数（登録者数）
	助成対象者数（延べ人数）
	１運行当たりの平均相乗り人数
	上乗せして助成した額（補助対象経費）

	
	
	
	③


　※１運行当たりの平均相乗り人数は、「補助対象となったタクシー運行における延べ乗車人数÷当該タクシー運行の回数」を小数点第１位まで記入すること。なお、当該数値を把握することが困難な場合は、空欄とすることができる。
※（１）、（２）、（３）とも助成対象者数（登録者数）欄には、本補助の対象となる乗用タクシー助成の利用登録者数を記入すること。
３　補助対象経費及び県補助額の算出
	補助対象経費の合計額（ム）

（①又は①’）＋②＋③
	県補助申請額（ウ）

（ム）×１／２

	
	

	円
	千円


　※県補助申請額（ウ）欄は千円未満切り捨てすること。
４　収支予算（決算）

（1） 収入の部　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）　　　　（２）　支出の部　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

	区分
	予算（決算）額
	備考

	県補助額
	　　　　　　　（ウ）
	

	市町村費
	
	

	計
	
	


	区分
	予算（決算）額
	備考

	市町村費
	
	


５　新たな地域交通体系構築支援補助金以外の補助金の活用の有無

	活用の有無
	活用する補助金の概要

	有・無
	（補助金名）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（問い合わせ先）
（事業内容）


　※他の補助金の活用の有無について、「有」、「無」のいずれかに○をすること。「有」の場合は、活用する補助金名やその事業内容、当該補助金に係る問い合わせ先（補助金を所管している部署名や団体名及び連絡先）を記載すること。

様式第６号の２（第４条関係）
番　　　　　号
年　　月　　日
　　　　　　　　　　　　　　様
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　鳥取県知事　　　　　　   印 
○○年度コミュニティ・ドライブ・シェア推進補助金（市町村主体型）［乗用タクシー助成事業］交付決定通知書
　○年○月○日付けで申請のあったミュニティ・ドライブ・シェア推進補助金（市町村主体型）［乗用タクシー助成事業］（以下「本補助金」という。）については、鳥取県補助金等交付規則（昭和３２年鳥取県規則第２２号。以下「規則」という。）第６条第１項の規定に基づき、下記のとおり交付することに決定したので、規則第８条第１項の規定により通知します。
記

１　補助事業
　　本補助金の内容は、…………とする。
２　交付決定額等
　　本補助金の算定基準額及び交付決定額は、次のとおりとする。ただし、補助事業の内容が変更された場合におけるそれらの額については、別に通知するところによる。
（１）算定基準額　　　　　　　金　○　○　○　円
（２）交付決定額　　　　　　　金　○　○　○　円
３　経費の配分
　　本補助金の補助対象経費の配分及びその配分された経費に対応する交付決定額は、………とする。ただし、補助事業の内容が変更された場合においては、別に通知するところによる。
４　交付額の確定
　本補助金の額の確定は、補助対象経費の実績額について、コミュニティ・ドライブ・シェア推進補助金交付要綱（令和６年１月18日付第２０２３００２４９９１５号鳥取県輝く鳥取創造本部長通知。以下「要綱」という。）第４条第２項及び第８条第３項の規定を適用して算出した額と、前記２の（２）の交付決定額（変更された場合は、変更後の額とする。）のいずれか低い額により行う。
５　補助規程の遵守
本補助金の収受及び使用、補助事業の遂行等に当たっては、規則、要綱及び要領の規定に従わなければならない。
様式第６号の３（第６条関係）
番　　　　　号
年　　月　　日
　　　　　　　　　　　　　　様
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　鳥取県知事　　　　　　　　   印 
○○年度コミュニティ・ドライブ・シェア推進補助金（市町村主体型）［乗用タクシー助成事業］の額の確定通知書
　○年○月○日付けの実績報告書で報告のあったコミュニティ・ドライブ・シェア推進補助金（市町村主体型）［乗用タクシー助成事業］については、鳥取県補助金等交付規則（昭和３２年鳥取県規則第２２号）第１８条第１項の規定に基づき、下記のとおり額を確定したので通知します。

　　

記
１　　交付決定額　　　○○○円
２　　確　定　額　　　○○○円

